
参考資料

令和６年度当初予算案における主要な施策

部 室 名

健 康 福 祉 部



新規事業及び重要事業総括表

Ⅰ 総 額

【一般会計】

【介護保険特別会計】

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策 （単位 千円）

政策２－１ 健康づくりの推進

Ｐ １ 保健衛生総務費庶務事業 【健康づくり課】 ６７，２１２

Ｐ ２ 一部新規等 予防接種事業 【健康づくり課】 ４０４，７２６

Ｐ ３ 一部新規等 がん検診事業 【健康づくり課】 ９１，９２５

Ｐ ４ 健康まつり開催事業 【健康づくり課】 ７２４

政策２－２ 地域福祉の推進

Ｐ ５ 避難行動要支援者事業 【福祉課】 ２８８

Ｐ ６ 一部新規等 重層的支援体制整備事業 【福祉課】 ２９，１４８

政策２－３ 高齢者福祉の推進

Ｐ ７ 一部新規等 老人福祉費庶務事業 【福祉課】 １，７６６

Ｐ ８ 高齢者あんしんみまもりサービス事業 【介護保険課】 １１，６６４

Ｐ ９ 難聴者補聴器購入費助成事業 【介護保険課】 ４，０００

Ｐ１０ 介護職員就職支援等事業 【介護保険課】 ２，３００

政策２－４ 障がい者（児）福祉の充実

Ｐ１１ 難聴者補聴器購入費助成事業 【障がい福祉課】 ４００

Ｐ１２ 一部新規等 障害者相談支援事業 【障がい福祉課】 １７，２１６

政策２－５ セーフティネットの推進

Ｐ１３ 一部新規等 生活困窮者自立支援事業 【福祉課】 ２２，５０２

区分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 ７，５８５，９９６千円 ７，３４５，１６４千円 ３．３％

一般会計構成比 １８．７％ １８．７％ －

区分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 ９，７５２，０００千円 ９，５６８，０００千円 １．９％
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保健衛生総務費庶務事業

担当 健康づくり課 健康管理担当

内線 ２６４９

１ 目 的

保健衛生に関する事務費及び地域医療体制整備に関する負担金等を支出する。

２ 事業内容

（１）救急医療体制の円滑な運営を確保するため医療機関等に負担金を交付

① 小児救急医療支援事業負担金

埼玉県中央地区の４市１町（鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町）で休日・夜間の小児

二次救急医療を行っている「上尾中央総合病院」と「北里メディカルセンター」に負担金を交付

② 中央地区第二次救急医療負担金

４市１町の第二次救急医療体制を確保するため、休日・夜間の第二次救急医療を輪番制で行っ

ている病院群（９病院）に負担金を交付

③ 第三次救急医療負担金

本市に最も近接する第三次救急医療（救急救命センター）を設置する埼玉県済生会加須病院に

対し財政支援を実施

（２）健康管理システム（健康増進事業、母子保健事業、予防接種事業に関する業務を行うためのシス

テム）へのデータ入力及びシステムの維持管理

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号）により、令和 7年

度末までに国が整備するガバメントクラウド上に構築した標準準拠システムへの移行

３ 予算額 ６７，２１２千円

健康管理システム標準化に向けたスケジュール予定

R6 年度 R7 年度

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月

システム構築のための準備

（データリスト項目の紐づけ等）

システム構築

（機能別連携等）

運用テスト

（発生した課題への対応等）

稼働



一部新規・拡充
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予防接種事業

担当 健康づくり課 健康管理担当

内線 ２６４９

１ 目 的

予防接種法に規定される「定期予防接種」の実施と、「行政措置（任意）予防接種」の接種費用に対

する一部助成の実施により、感染症の発症及び重症化予防を図る。

２ 事業内容

（１）子どもの予防接種

＜定期予防接種：対象の年齢・期間であれば接種費用は無料＞

①ヒブ感染症 ②小児の肺炎球菌感染症 ③Ｂ型肝炎 ④ロタウイルス感染症 ⑤結核（ＢＣＧ）

⑥四種混合（ジフテリア、百日せき、破傷風、ポリオ) ⑦麻しん風しん混合 ⑧水痘（水ぼうそう）

⑨日本脳炎 ⑩二種混合（ジフテリア、破傷風）⑪ヒトパピローマウイルス感染症

＜行政措置（任意）予防接種：対象の年齢・期間であれば接種費用の一部を助成＞

※保護者の希望により接種

①おたふくかぜ ②ポリオ（５回目）（県内で本市のみ実施） ③インフルエンザ（小児）

（２）大人の予防接種

＜定期予防接種：対象年齢・期間であれば一部自己負担のみで接種可能＞

①高齢者の肺炎球菌感染症：接種費用は 2,500 円

②インフルエンザ（高齢者）：接種費用は 1,500 円

＜行政措置（任意）予防接種：接種費用・助成費用はワクチンの種類及び接種医療機関により異なる＞

①高齢者の肺炎球菌感染症 ※定期予防接種以外の方

②帯状疱疹 ← 県内初（令和４年度から開始）

（３）その他（緊急風しん抗体検査）

昭和 37年４月２日～昭和 54 年４月１日生の男性を対象に風しん抗体検査を実施し、その結果、

十分な量の抗体が無いことが判明した方に無料で予防接種を実施

一部新規 緊急風しん抗体検査（実施最終年度）及びヒトパピローマウイルス感染症の予防接種

については、勧奨はがきの送付等により周知

３ 予算額 ４０４，７２６千円

＜高齢者肺炎球菌予防接種ポスター R5＞ ＜二種混合未接種者への勧奨はがき R5＞



一部新規・拡充
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がん検診事業

担当 健康づくり課 健康増進担当

内線 ２６５８

１ 目 的

健康増進法第１９条の２に規定される健康増進事業として、胃がん・肺がん・子宮がん・乳がん・

大腸がん・前立腺がん・胃ペプシノゲン検査を実施し、疾病の早期発見・発症及び重症化予防を図る。

２ 事業内容

（１）集団検診 一部新規

《実施場所：鴻巣保健センター他２公共施設及び市内商業施設》

※令和６年度から、利便性の向上及び受診率の向上を目指し、吹上地域においては、新たにコス

モスアリーナ・吹上生涯学習センター・ウニクス・フジモールで実施

① 胃がん検診（40歳以上の方）

② 肺がん検診（40歳以上の方）

③ 乳がん検診（40歳以上の女性）

（２）個別検診

《実施場所：市内の委託医療機関》

① 子宮がん検診（20 歳以上の女性・隔年）

② 乳がん検診（40歳以上の女性・隔年）

③ 大腸がん検診（40 歳以上の方）

④ 前立腺がん検診（50歳以上の男性）

⑤ 胃ペプシノゲン検査（40歳から 75 歳の５歳刻みの年齢の方）

（３）受診勧奨

対象者への受診券はがきの郵送や精密検査未受診者への電話等による個別の受診勧奨を実施する

とともに、子宮がん検診・乳がん検診の初年度の受診対象者に対して無料クーポン券を配布する。

３ 予算額 ９１，９２５千円

＜がん検診ポスター R5＞ ＜無料クーポン券 R5＞



- 4 -

健康まつり開催事業

担当 健康づくり課 健康増進担当

内線 ２６５８

１ 目 的

様々な健康づくりの取組を通じて、市民の健康に対する意識の向上を図り、市民ぐるみの健康づくり

に寄与する。

２ 事業内容

骨密度測定などの各種測定や食生活改善推進員協議会による試食などによる食育、健康・薬・ここ

ろ・栄養などの相談といった様々なブースを設け、健康長寿のための生活習慣の実践を図る。

また、「スポーツフェスティバル」との同時開催により、健康に関心が低い方を含む幅広い世代への

アプローチを行う。

３ 予算額 ７２４千円

＜Ｒ５年度ポスター＞ ＜糖尿病簡易検査の様子＞

＜運動体験ブースの様子＞
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避難行動要支援者事業

担当 福祉課 社会福祉担当

内線 ２６０９

１ 目 的

災害時に単独で避難することや避難情報を入手することが困難な高齢者や障がい者等について避難

行動要支援者名簿を作成し、本人同意に基づき、平時から民生委員・児童委員等と名簿を共有し、災害

時に避難支援等関係者による安否確認や避難支援をするための体制を整備する。

２ 事業内容

新たに要支援者となりうる方に対し、制度の案内を行い、名簿への登録と避難支援等関係者への情報

提供について同意を確認するとともに、個別避難計画の策定を促す。

令和６年１月時点 要支援者 約 13,500 人

避難行動要支援者名簿登録者数 延べ 2,043 人

個別避難計画策定済み者数 445 人

３ 予算額 ２８８千円

■ 避難行動要支援者名簿・個別避難計画の作成と提供の流れ



一部新規・拡充
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重層的支援体制整備事業

担当 福祉課 地域共生担当

内線 ２６８４

１ 目 的

社会福祉法第１０６条の４第２項の規定に基づき、市民の属性を問わない相談支援、多様な参加支

援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施し、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する

包括的な支援体制を整備する。

２ 事業内容

（１）重層的支援会議の開催 一部新規

相談者の属性に関わらず包括的に相談を受け止め、利用可能な福祉サービスへのつなぎや、適

切な支援方針（支援プランの作成）について協議し、支援団体や支援機関との共有を図る。

会議開催や情報共有の手段として WEB 会議システムを活用する。

（２）地域における居場所づくり

地域における多世代や属性を越えた住民同士が交流できる場や居場所を確保し、交流、・参

加・学びの機会などのコーディネートを行う。

（３）多機関協働

相談機関や支援機関、医療や介護などの専門機関の顔の見える関係性を構築し、連携・協働の

基盤づくりを行い、誰ひとり取り残さない支援体制を構築する。

３ 予算額 ２９，１４８千円

令和５年度重層的支援体制整備構築推進人材養成研修資料



一部新規・拡充
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老人福祉費庶務事業

担当 福祉課 地域共生担当

内線 ２６８４

１ 目 的

高齢者福祉事業に係る庶務的事業及び地域福祉計画における評価や、権利擁護支援の充実、成年後見制

度の推進に関する事業を行い制度の利用促進を図る。

２ 事業内容

（１）地域福祉推進会議の設置と推進 新規

鴻巣市地域福祉計画や一体的に策定した福祉課所管の各計画（※）について進捗管理を行う。ま

た、成年後見制度の担い手となる市民後見人に関する事業について助言をいただく。

※地域福祉計画、成年後見制度利用促進計画、重層的支援体制整備事業実施計画

（２）権利擁護支援の円滑な実施のための体制整備 新規

市民後見人、地域の権利擁護支援の担い手からの相談業務や、ケースワークを伴う支援業務を司

法職に委託し、権利擁護支援体制の拡充を図る。

（３）制度の普及啓発、人材確保の推進

成年後見制度等の普及啓発や、市民後見人などの権利擁護支援の人材確保のため、セミナーの開

催や市内イベントで周知啓発を行う。

３ 予算額 １，７６６千円

【参考】成年後見の類型
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高齢者あんしんみまもりサービス事業

（要援護高齢者等支援事業・認知症サポーター養成等任意事業）

担当 介護保険課 高齢福祉担当

内線 ２６７２

１ 目 的

65 歳以上の在宅のひとり暮らし高齢者及び見守りが必要とされる高齢者世帯を対象に、日常生活上

の緊急事態における高齢者及びその家族等の不安を解消するとともに、安心・安全な生活を確保し、

もって高齢者の福祉の増進を図る。

２ 事業内容

見守りが必要な高齢者に対して、様々な見守りサービスを案内し、サービスの利用に際して月額

2,000 円を上限に市が負担する。

（１）対象者（次の要件をすべて満たす方）

①市内に住所を有する 65歳以上の独居在宅の者・見守りが必要とされる高齢者世帯

②同一敷地内又は同一建物内に居住する親族等がいない者

（２）助成額：2,000 円上限

（３）サービスの種類

①高齢者の自宅に通信機能を有する電球や電力センサー等の機器を設置し、見守りを行うサービス

②高齢者の自宅へ訪問、電話等を行うことにより見守りを行うサービス

③緊急時通報システムに相当するサービス

３ 予算額 １１，６６４千円（一般会計：１，５２４千円、介護保険特別会計：１０，１４０千円）
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難聴者補聴器購入費助成事業

担当 介護保険課 高齢福祉担当

内線 ２６７２

１ 目 的

聴力機能の低下により日常生活に支障をきたしている身体障害者手帳の交付対象とならない65歳以

上の高齢者に対して、補聴器購入費用の一部を助成することにより、家族や地域社会とのより良いコミ

ュニケーションを確保し、社会参加の促進を図り、もって、閉じこもりやうつ病、認知症およびフレイ

ル（虚弱状態）等の予防を図る。

なお、障がい福祉課では、身体障害者手帳の交付対象とならない 18 歳以上 65 歳未満の中等度の難

聴者に対して、同様の助成を実施する。

２ 事業内容

（１）対 象 者：①65 歳以上の者

②本市に住所を有する者

③両耳の聴力レベルが 40デシベル以上で、身体障害者手帳の交付対象とならない者

④指定医師が補聴器を装用する必要があると認める者

⑤市税等に滞納がない者

（２）助 成 額：40,000 円上限

（３）助成回数：1回（イヤーモールド等付属品可、両耳 2台も 1回の扱い）

※医療機器であること、集音器は音響機器のため不可

※5年経過で再申請可（障害者総合支援法の補装具耐用年数と同様）

※修理等不可

（４）所得制限：世帯のうち市民税所得割の最多納税者納税額 46万円未満

※障害者総合支援法の補装具自己負担上限額、本市難聴児助成事業と同様

３ 予算額 ４，０００千円
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介護職員就職支援等事業

担当 介護保険課 事業者担当

内線 ２６７９

１ 目 的

市内の介護施設への介護職員の就職を支援することにより、介護施設における介護職員不足の解消

を図る。

２ 事業内容

下記対象者へ補助金を 10万円（就職に合わせて鴻巣市に転入した場合 30 万円）支給する。

■対象者（次の条件をすべて満たす方）

①市内の対象介護施設に下記資格を有する介護職員として新たに就職し、３年以上継続して勤務す

ること、又は就職時に資格がなく、就職後に資格を取得した後、３年以上継続して勤務すること

（就職から５年以内に資格を取得した場合に限る）

②１週間の勤務時間が１年を平均して 32 時間以上、又は１か月 128 時間を超える勤務条件で対象介

護施設と雇用契約を締結し、３年以上継続して勤務すること

③同一系列施設からの異動、市内の他の介護施設からの転職ではないこと

④市区町村民税の滞納がないこと

⑤補助金の返還が生じた場合に速やかに返還する旨の誓約書を提出できること

■対象介護施設

①市内の地域密着型サービスを実施する事業所

②市内の施設サービスを実施する事業所

■資格を有する介護職員（次のいずれかの資格がある方）

介護福祉士 介護支援専門員 社会福祉士

３ 予算額 ２，３００千円
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難聴者補聴器購入費助成事業 

 

担当 障がい福祉課 自立支援担当 

内線 ２６９２     

 

１ 目 的 

聴力機能の低下により日常生活に支障をきたしている身体障害者手帳の交付対象とならない 18歳以

上 65歳未満の中等度の難聴者に対して、補聴器購入費用の一部を助成することにより、家族や地域社

会とのより良いコミュニケーションを確保し、社会参加の促進を図り、もって、閉じこもりやうつ病等

の予防を図る。 

なお、介護保険課では、65歳以上の高齢者に対して、同様の助成を実施する。 

 

２ 事業内容 

（１）対 象 者：①18歳以上 65歳未満の者 

②本市に住所を有する者 

③両耳の聴力レベルが 40デシベル以上かつ身体障害者手帳の交付対象とならない者 

④一定の効果が期待できると医師が判断する者 

⑤市税等に滞納がない者 

（２）助 成 額：40,000円上限 

（３）助成回数：1回（イヤーモールド等付属品可、両耳 2台も 1回の扱い） 

※医療機器であること、集音器は音響機器のため不可 

※5年経過で再申請可（障害者総合支援法の補装具耐用年数と同様） 

※修理等不可 

（４）所得制限：世帯のうち市民税所得割の最多納税者納税額 46万円未満 

※障害者総合支援法の補装具自己負担上限額、本市難聴児助成事業と同様 

 

３ 予算額 ４００千円 
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一部新規・拡充
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障害者相談支援事業

担当 障がい福祉課 自立支援担当

内線 ２６９２

１ 目 的

障がい者等又はその家族からの障害者福祉に関する相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与

するとともに、権利擁護のために必要な援助を行うことにより、障がい者等が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるようにすることを目的とし、北本市と共同で二つの社会福祉法人に事業を

委託し実施する。

なお、令和６年度から両法人に対する委託料を増額し、事業開始以来、大幅に増加した相談に対応し

ていく。

２ 事業内容

（１）対 象 者：本市に住所を有する障がい者及び障がい児又は保護者

（２）利 用 料：無料

（３）委 託 先：①社会福祉法人 埼玉県済生会

②社会福祉法人 一粒

（４）業務内容：重層的な相談支援体制のうち、市が担う第２層の一般的な相談支援の充実を図る。

下図の 内容のとおり

３ 予算額 １７，２１６千円



一部新規・拡大
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生活困窮者自立支援事業

担当 福祉課 社会福祉担当

内線 ２６０９

１ 目 的

経済的に困窮し最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある生活困窮者について、

困窮状態からの早期の脱却を目指すため包括的かつ継続的な支援を行うとともに、地域における支援

体制を構築し、もって自立の促進を図る。

２ 事業内容

令和６年度は、生活困窮に関する相談支援を強化するため、新たに生活支援相談員を配置し、生活困

窮に関する相談を一元的に受けとめる。

（１）鴻巣市生活困窮者自立相談支援センターの運営

生活困窮者からの相談を受け、そのニーズを把握し、必要な支援が計画的かつ継続的に行われ

るよう自立支援計画を策定する。

（２）住居確保給付金支給

離職や事業を廃止した者に対し、住居確保給付金を支給することにより、住居及び就労機会の

確保に向けた支援を実施する。

（３）家計改善支援事業

生活困窮世帯に対し、家計管理や債務整理に係る支援等を実施する。

（４）子どもの学習・生活支援事業

生活困窮世帯や生活保護世帯の子どもの学習支援や居場所の提供等を実施する。

３ 予算額 ２２，５０２千円

出典：厚生労働省ホームページ


